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決定バランスが大学生の健康的食行動に与える影響

The effects of the decisional balance on healthy eating of university students 

Abstract 

(大阪大学人間科学部人間科学科) 藤原篤史

(大阪大学人間科学部人間科学科)奥中美帆

(大阪大学大学院人間科学研究科博士前期課程) 太田夏来

This res巴むch油田 toexplain university student's eating behavior based on the hypothetical 

model which combines the decisional balance (Pros， Cons) and仕1巴 τ'heoryof Planned Behavior 

(TPB) ， and cClnfum the validity of仕lemodel.τ'he白reetypes of ea出 gbehavior were focused: 

ta凶ngthe vegetables and fruits， avoiding junk foods including retort or instant food， and having 

breakfast. Two hundreds and seventy universi守山ldents (age: 20.48土1.78) participated in the 

questionnaire-based study.τ'he model was tested by the st巴'pwiseregression analysis in each behav-

ior. As a resu1t， the mode1 was confumed in也eavoi白nceof junk foods and the intake of break-

fast. In both behaviors， the cons. had si担 ificanteffects on仕lebehavior but也巴 pros.did not.τ'he 

model was not accepted in也ein匂keof the vegetables阻 d企凶ts.

Key word: university 向 dents，eating behavior，百leoryof Planned Behavior (TPB)， the decisional 

balance (Pros， Cons) 

I 序論

1 .背景

1-1 .大学生における健康的食生活の重要性

食生活とは、「食ぺる」という行動を中心とした、日常生活における社会的、文化的背景の

下に成り立つものである。しかし、現代ではこういった食生活をはじめとする生活習慣や生活

環境の変化に伴い、弊害として様々な問題が生まれている。そのひとつとして生活習慣病(成

人病)が挙げられる。これまで生活習慣病は加齢とともに発症する疾病だと考えられていたが、

成人男女5502人を対象におこなった生活習慣病検診によると、従来よりも比較的若い年齢層に

異常が認められる割合が増加しており、近年では生活習慣病の発症年齢の低下が進んで、いるこ

とが示されている(刑部，奥脇，小林，天野，高橋，奥脇，渡辺，佐藤，刑部，内藤， 2002)。その

中でも特に、生活習慣病の兆候を示す大学生の増加が指摘されている。

こうした背景のもとで、日頃から生活習慣病の一次予防として健康的な生活習慣を身につけ

ることが大切であると考えられる。その中でも食生活は生活習慣病に深く関連しており、一次

予防の視点から、バランス良く食べ、適切な栄養素を摂取し、適正な栄養状態(身体の状態)

を保つことが重要であるといわれている(武見， 2002)。したがって、生活習慣病発症の増加

が特に危ぶまれている大学生の食生活の実態を把握し、それを健康的なものへと促していくこ

とは大変重要で、あると考えられる。
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1・2.大学生にとってvの健康的食生活とその現状

それでは、大学生にとって健康的な食生活とはどのようなものであろうか。武見 (2002)は、

健康的な食生活に関連して、バランスー良く食べることを「栄養素を適切に摂取できるよう食品

を組み合わせ、朝、昼、タの 3食適切な配分で¥適量を食べることJとしている。しかし一方

で、健康日本21(1996)のおこなった「健康づくりに関する意識調査」によると、現代の20代

男女における健康的な食事に対する留意点で特に関心の高いものとして、 r1日3回規則正し

く食べる」ことや「野菜・l果物を食べる」ことなどが挙げられている。つまり、一般的な大学

生にとっては、栄養素レベルで考えた食品の組み合わせや 3食の適切な配分よりも、健康的な

食物自体の摂取や 1日3回の食事といったもののほうがより身近で関心が高く、したがってこ

れらを促進することのほうが容易で、あるのではないかと考えられる。以上のことを踏まえ、本

研究においては、大学生にとってより身近で、関心が高いと考えられる健康的食行動として、 1)

野菜・果物の摂取、 2) インスタント食品、レトルト・コンビ、ニ等の弁当の節制、・ 3)朝食の摂

取の 3つをと 4りあげることにする。

大挙生におけるこれら 3つの健康的食行動の現状をみてみると、大学生協神芦事業連合

(2003)が大学生567名を対象におこなった調査によれば、色の濃い野菜を l日l回以上摂取し

ている人は440名 (67.6%)であったの対し、ほとんど食べない人は127名 (12.7%)であった。

また果物については、ほとんど食べないと答えた人は310名で、全体の54.7%にのぼった。イン

スタント・レトルト食品、コンビニ弁当の摂取については、毎日と答えた人は86名、週3回程

度と答えた人は245名で、合わせると全体の58.4%にのぼった。また、朝食に関しては、毎日食

べているわけではないと答えた人が243名 (42.9%)であった。

以上のことから分かるように、大学生において先に述べたような健康的食行動をおこなって

いない人は多く、この事実は大学生の健康的な食生活を考える上で無視できないといえる。

1-3.大学生の健康的食行動に対する介入の必要性

こうしたことから、大学生におけるこれらの健康的な食行動に関して、その行動を望ましし

ものへと変容させるように介入していく必要性があると考えられるh その際に、健康的食行動

が形成される過程を行動科学的に理解し、そのメカニズムを知ることは介入プログラムを計画・

実行するうえで有効であると考えられる。

2.行動科学的理論の適用

身体活動や禁煙、ダイエットなどの健康行動にお吋る行動科学的研究は、疾病予防となる行

動を説明し予測するものである。んがどのように危険な行動を起こしたり健康的な行動を実行

したりするのかというメカこズ、ムを探札令行動変容のための媒介変数を理解するうえで、行動

科学的理論やモデルを応用することの有効性はよく知られている(岡， 2003)。

2-1.計画的行動理論 (TPB:Theoryof Planned eBehavior) 

行動変容を説明するのに有効とされる行動科学的理論の1つに、計画的行動理論(寸PB:

Theory of、PlannedBehavior}がある (Figure1-1.)。これは、 Fishbein&Ajzen (1975) 
が提唱した合理的行為理論 (TRA: Theory of Reasoned Action) をもとに改良されたもの

である。 TRAは、目標とする行動の遂行を規定するもっとも大きな要因として行動意図の概

念を重視している。 Fishbein& Ajzen (1975)はこの行動意図の予測因子として、「行動への

態度」と「主観的規範」の2つを設定している。「行動への態度」とは、その行動に対してポジ
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テイプな気持ちを持つことで、「行動の結果に対する信念Jと「行動の結果に対する評価」に

より影響を受ける。また「主観的規範」とは、周りからの期待に従おうと思うことで、「他者

の態度に対する信念」と「他者の期待に従う動機づけ」により影響を受けるとされる(岡，

2003)。以上のような TRAに、 Ajzen(1991)が「行動統制感」という概念を加え、発展させ

たものがTPBである。この概念は、行動遂行に対する容易さと困難さについての定義とされ、

行動に直接影響するだけでなく、意図を介することで間接的にも影響することが分かつている。

行動の結果!こ対する{言念
結果に対する評価

他者の態度|こ対する信念
他者の期待に従う創設づけ

内的統申1]怒
外的統制感

Figure 1-1 計画的行動理論くAjzen，1991> 

TPBの有効性は多くの研究に支持されている。 Armitage&: Conner (2001)は、健康関連

行動において TPBを用いた185の研究を対象にメタ分析をおこなった。彼らによると、 TPB

は意図形成の27%、行動形成の39%を説明していたという。特に「行動統制感」は、他の

TRAの変数とは独立して、意図および行動に大きな影響を及ぼしていたという。次節では、

TPBを食関連行動に適用した先行研究を挙げていく。

2-2.食関連行動における TPBの適用

. TPBを食関連行動に適用した研究は非常に多い (e.g.Ajzen & Timko， 1986; Berg， 

Jonsson， & Conner 2000; Conner， Norman， & Bell， 2002; Povey， Conner， Sparks， James， & 

Shepherd， 1999)。例えば、 Berget al. (2000)は、 11歳から15歳の子どもを対象として、朝

食にミルクと高繊維のパンを摂るという行動に TPBを適用した。意図は「行動への態度」と

「他者の晴好の認知」、「行動統制感」により影響を受けていた。さらにその意図は、ミルクに

おいても高繊維のパンにおいても、行動を十分に予測するものであった。特に、子どもが両親

の好き嫌いを認知しでいることはその子どもの食行動に大きく影響していたという。また、

Conner et al. (2002)は、健康的食行動 (HeaJ.thyEating) を「食物性脂質の多い食物の摂

取」、「食物繊維の摂取」、「野菜・果物の摂取」の 3つに定義することで、包括的に捉えようと

した。 6年間にわたって 3回調査したところ、「行動への態度」と「行動統制感」、「認知され

た過去の行動」から意図が予測され、その意図は行動を十分に予測することが示された。

2-3. TPBの限界

以上のように、多くの行動科学的研究で TPBによる説明が十分であるとされる一方、食関

連行動においては十分に説明方きていないとする研究もある (e.g.Lien， Lytle， & Komro， 

2002; Bogers， Brug， van Assema， & Dagnelie， 2004) 0 Lien et al. (2002) は、野菜と果物

の摂取における TPBの有効性を検証したところ、意図形成のうち31%を説明することができ、

rbarrier (=行動統制感)Jによる行動への影響は直接的、間接的ともに有意であることが示

されたが、行動形成においては7%しか説明できなかった。また Bogerset al. (200めが野菜

と果物の摂取に TPBを適用した際、食行動は習慣化により意図一行動関係カf弱められること、
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様々な個人的、環境的コントロール要因により意図一行動関係が阻害されていることが示唆さ

れたという。これまでの研究から、 TPBによる意図形成、および「行動統制感」による行動

の予測は十分説明されているが、意図からの行動予測に関しては新たな媒介変数を用いる必要

があると考えられよう。

2-4.決定バランス CDecisionalBalance) 

食関連行動においては、多くの人が健康的な食生活を送りたいと考えているにもかかわらず¥

実際には面倒さや費用の問題などといった理由からなかなか実行に移せないことが多く見られ

る。つまり、その行動をすることによって得る思恵 (Pros)がその行動をすることによって

被る負担 (Cons) を上回らなければ行動が実行されない可能性があると言えよう。こうした

考え方を決定バランスといい、行動科学的理論の lつ、 Transtheoretica1Model (TTM)で

用いられている概念である。健康的食行動に関しては、 Rossi，Greene， Rossi， Plummer， 

Benisovich， Keller， Velicer， Redding， Prochaska， Pallonen， & Meier (2001)が青少年の食

物性脂質の摂取について、 Chuan，Ling， & Horwath (2001)が野菜・果物の摂取について、

それぞ、れ決定バランスの重要性を示唆している。さらに、決定バランスは、行動変容における

個人の過程を評価するのに有効であるだけでなく、そのレベルは逆戻りの危険性を予測する重

要な因子でもあるという (Rossiet a1.， 2001)。これらのことから、意図から行動を予測する

媒介変数として決定バランスの影響に注目する意義はあると思われる。

2・5.仮説モデル

以上から本研究では、 TPBの意図から行動を予測する部分に決定バランス (Pros，Cons) 

を組み合わせた仮説モデルを設定した (Figure1-2.)。そして「野菜・果物の摂取」、「インス

タント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の節制」、「朝食の摂取Jという 3つの健康的食行動

において、仮説モデルの有効性を検証した。

行動の結果に対する信念
結果に対する評価

他者の態度!こ対する信念
他者の期待!こ従う制慾づけ

内的統制感
外的統制感

Figure 1-2 本研究の仮説モデル

3.本研究における目的

これまでみてきたような行動科学の理論を健康的食行動に適用した研究は、海外では多くな

されているが、日本においてはまだ少ないのが現状である。また「野菜・果物の摂取」に関し

ては多くの研究がされているが、「インスタント食品、レトJレト・コンピニ等の弁当の節制」、
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「朝食の摂取」という身近な健康的食行動をとりあげた研究はあまり見受けられない。さらに、

TPBの限界を補うために決定バランスを組み合わせたモデルを用いた研究も現段階ではみら

れない。したがって本研究では、日本の大学生を対象に、「野菜・果物の摂取」、「インスタン

ト食品、レトルト・コンビニ等の弁当の節制」、「朝食の摂取」、という 3つの健康的食行動を、

TPBに決定バランスを組み合わせたモデルを用いて説明し、仮説モデルの有効性を検証する

ことを目的とした。

E 方法

1 .調査対象と手続き

関西圏内の大学に在学する大学生および大学院生273名を対象とした。調査には質問紙法を

用い、講義の時間などを利用して無記名式質問紙を配布し、回答後にその場で回収した。本調

査は2004年10月に行われた。得られた有効回答は270名(有効回答率=98.9%)で、平均年齢は

20.48歳 (SD=l.78)、男性121名 (44.81%)、女性148名 (54.81%)、不明 l名であった。

2.調査内容

配布した質問紙は、対象者の属性情報に関する項目、およびTPBの心理変数としての「意

図」、「行動への態度」、「主観的規範」、「行動統制感」、また「決定バランス (Pros，Cons) J、
そして行動の頻度について尋ねる項目から構成された。

2-1.属性情報に関する項目

対象者の属性情報に関しては、「性別J、「年齢」、「居住形態」について尋ねた。「居住形態」

においては、「家族と一緒J、「一人暮らし」、「友人/恋人と同居」の3つに分類して尋ねた。

2・2.TPBの心理変数に関する項目

TPBの心理変数については Conneret a1. (2002)によるものを参考に、野菜・果物、イン

スタント食品、レト Jレト・コンピニ等の弁当、朝食の各行動について作成した。「意図」は、

各行動に対し l項目ずつ、 7件法 (-3~ +3)により、それぞれの準備性を尋ねた。「行動への

態度」と「行動統制感」については、それぞれ7件法 (-3~ +3)により 6項目で尋ねた。「主

観的規範」については、大学生の周囲の影響力の大きさを考慮し、 Conneret a1. (2002)に

よるものに新たに 3項目加えた。それぞれ7件法 (-3~ +3)により 4項目で尋ねた。

2-3.決定バランス CPros，Cons)に関する項目

決定バランスについては信頼性、妥当性ともに確認されている Rossiet al. (2001)による

ものを参考に、各行動について作成した。回答は 4 件法(+l ~+4) で、野菜・果物の摂取は

6項目ずつ、インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の摂取および朝食の摂取は各 5

項目ずつ、 fProsJと fConsJを同数で尋ねた。

2-4.行動に関する項目

行動の頻度については食品群摂取頼度調査(池田， 1995)から各行動に関する項目を抜粋し、

最近 1ヶ月の摂取頻度を尋ねた。野菜・果物の摂取については、「緑黄色野菜」、「その他の色

の薄い野菜」、「果物」、「野菜をたくさん使ったおかず」の 4項目について、①毎日 2回以上、

②毎日 l 園、①週 3~5 回、④週 1~2 園、⑤月 1~2 回(たまに)、⑤まったくない、で尋

ねた。インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当の摂取については、「インスタント食

品」、「レトルト食品・コンピニ弁当」の 2項目について、①毎日 2回以上、②毎日 l園、①週
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3~5 回、④週 1~2 園、⑤月 1 ~ 2回(たまに)、⑤まったくない、で尋ねた。朝食の摂取

についてはその頻度を、①ほほ毎日、②週 3~5 回、③週 2 回以下、で尋ねた。

以上から得られたデータを尺度得点として分析に用いるため、得られた結果をそれぞれ l日

あたりの摂取頻度に換算することにした。また、野菜・果物およびインスタント食品、レトル

ト・コンビニ等の弁当の摂取頻度については、それぞれの質問項目による得点を合計すること

で、野菜・果物の摂取頻度に対する尺度得点、およびインスタント食品、レトルト・コンピニ

等の弁当の摂取頻度に対する尺度得点を算出した。さらに、インスタント食品、レト Jレト・コ

ンピニ等の弁当の摂取に関しては、本研究では摂取を控える行動について調べることが目的で

あることから、摂取頻度に対する得点を逆転させたうえで分析に用いた。

3.分析方法

すべての分析において、統計処理ソフト SPSSfor Windows 10.00J (SPSS Inc.， 2000) を

用いた。階層的重回帰分析により意図および行動に対する規定要因を検定し、仮説モデルを検

証した。

E 結果

1 .居住形態

居住形態は「家族と一緒」が139名 (51.48%)、「一人暮らしJが126名、「友人/恋人と同居J

が5名であり、人数に偏りがあったため、「一人暮らし」に「友人/恋人七同居」を含めるこ

ととした (131名、 48.52%)。

2.因子分析

各心理変数における質問項目の信頼性を確認するため、因子分析(最尤法、パリマックス回

転)をおこなった。

野菜・果物の摂取については、!行動への態度 6項目、主観的規範4項目はそれぞれl因子に

まとまり、十分な信頼性が確認された (α=.85、α=.70)。行動統制感については、 6項目

中5項目が採用され、 l因子としてまとまった (α=.82)。また、決定バランス (Pros，Cons) 

に関して各 6項目を設定したところ、 Prosはl因子としてまとまった (α=.68)が、 Cons

は想定していたようには因子を抽出することができなかった。そこで、 Consについては想定

していた 6項目それぞれを個々に分析に用いることにした。

インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の摂取においては、行動への態度について、

「インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当は、悪い/良い」と「インスタント食品、

レトルト・コンピニ等の弁当は、害になる/利益になる」の 2項目で l因子が形成され、残り

の4項目で l因子が形成された。ここで、各因子の相関係数を見たところ、 2項目からなる因

子は.714と相関が高く内容も似通っているため、 I因子を想定した場合に信頼性係数の低かっ

た「インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当は、害になる/利益になる」という項目

を削除し、残った 5項目で l因子としたい =.77)。主観的規範4項目、行動統制感 6項目は

それぞれ l因子にまとまり、十分な信頼性が確認された (α=.76、α=.86)。また、決定バ

ランスに関して各 5項目を設定Lたところ、それぞ、れl因子にまとまった (Pros:α= .82、

Cons:α=.57)。
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朝食の摂取については、行動への態度 6項目、主観的規範4項目、行動統制感 6項目すべて

についてそれぞれ l因子にまとまり、十合な信頼性が確認された (α=.89、.α=.77、 α=

.89)。また、決定バランスに関して各 5項目を設定したところ、それぞれ l因子にまとまり、

十分な信頼性係数が得られた (Pros:α= .86、Cons:α=.76)。

以上から得られた各合成変数の記述統計を Table3-1.に示す。

Figure 3-1. 告合成変数の記述統計

野菜・果物
インスタント食品、

朝食
レトルト=コンビニ等の弁当

n 凡グ SD n ルイ SD n ルグ SD 

行動への意図 269 1.64 1.36 269 0.66 1.70 269 1.12 1.83 

行動への態度 270 14.10 4.86 270 0.84 5.39 270 13.58 5.94 

主観的規範 270 5.77 4.28 270 1.00 5.03 270 6.17 4.91 

行動統制感 270 3.28 6.57 270 2.23 6.59 269 6.49 7.09 

行動 267 2.95 1.94 268 4.49 0.52 270 0.76 0.38 

pros 269 12.32 2.64 269 13.50 3.93 270 14.84 4.01 

cons 267 11.30 3.01 270 9.44 3.66 

cons(p1 ) 270 2.87 1.11 

cons(p4) 270 2.26 1.11 

cons(p5) 270 2.34 1.07 

cons(p6) 270 2.64 1.05 

cons(p9) 269 3.17 .0.93 

cons(p10) 270 2.32 1.07 

3.重回帰分析

仮説モデルを用いて、各行動に関する摂取意図、および摂取行動の形成に関する変数聞の関

係を検討した。

3-1.意図の形成

TPBにおける 3つの心理変数を用いて、野菜・果物、インスタント食品、レトルト・コン

ピニ等の弁当、朝食の摂取意図の形成における規定要因を検討するため、強制投入法による階

層的重回帰分析をおこなった。ステップlでは属性情報(性別、居住形態、年齢)を投入し、

ステップ2で、行動への態度、主観的規範、行動統制感を投入した (Table3・ふ)。

野菜・果物の摂取意図の形成には、態度、主観的規範、行動統制感が有意な影響を与えてい

た(それぞれs= . 30， . 33， . 21、すべてDく .001)。また、属性変数である居住形態も意図に

対して有意に影響していた (s= .15、p<.001)。モデル全体の説明率は、 R2= .36と、十分

な値を得た。

インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の節制意図の形成には、性別(戸=ー.15，ρ

< .01)、行動への態度(s =-. 18， p< .01)、主観的規範 (s=.26，ρ< .001)、行動統制感

(戸 .22，ρ<.001)が有意な影響を与えていた。また、ステップ 2における説明率 (R2=

.20)はステップlにおける説明率 (R2=.06) よりも大きかった。

朝食の摂取意図の形成では、ステップ l、ステップ2ともに、意図の形成の説明率を有意に

上昇させた(順にβ=.07; p< .01， s = .32，ρく .001)。しかし、性別、居住形態、年齢はそ
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Table 3-2.各行動の摂取意図の形成における重回帰分析の結果

野菜・果物
インスタント食品、

朝食
レトルト=コンビニ等の弁当

標準偏回帰係数S LlK 標準偏回帰係数S LlK 標準備回帰係数S LlK 
ステップ1 0.05帥 0.06梓 0.07開

性別 一0.03 -0.1 s'陣 -0.06 

居住形態 0.15輔 -0.01 -0.03 

年齢 0.04 一0.02 -0.08 

ステップ2 0.31桝 0.20キ# 0.32榊

態度 0.31桝 ー0.18梓 0.10 

主観的規範 0.33神キ 0.26キ神 0.23榊

行動統制感 0.21問 0.22神本 0.40榊

モデル全体 0.36 0.26 0.39 

特 pく.01*林p<.001

れぞれ意図の形成に対して、有意に影響していなかった。また、行動への態度による影響が有

意であるとは言えなかったが、主観的規範と行動統制感による影響は有意であることが示され

た(順に s= .23， p< .001， s= .40， p< .001)。特に、行動統制感による影響は最も大き

かった。また、意図の形成における変数全体の説明率は十分であった (R2=.39)。

3-2.行動の形成

仮説モデルを用いて、 TPBにおける 3つの心理変数、および決定バランス (Pros，Cons) 

から、野菜・果物、インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当、朝食の摂取行動の規定

要因を検定した。なお野菜・果物については Consの得点を算出することができなかったため、

Pros単独での行動に対する影響と、 Consとして想定していた6項目それぞれの行動に対する

影響を調べた。意図の形成と同様に、強制投入法による階層的重回帰分析を用い、投入された

変数による説明率の有意な上昇が得られるか検討し、仮説モデルの有効性を検証した。ステッ

プlでは属性情報(性別、居住形態)を投入し、ステップ2では、先行研究で行動に直接影響

するとされている変数(意図、行動統制感)、ステップ3では、行動に直接影響しないとされ

ている変数(行動への態度、主観的規範)を投入した。最後に、本研究で最も注目している部

分として、それぞれに ProsとConsを投入し、分析を試みた (Table3-3.)。

野菜・果物の摂取行動については、属性変数では居住形態が直接行動に有意な影響を及ぼし

ていた(戸--・旬、 p<.001) 0 TPBにおける変数では、行動統制感は行動に対しでかなりの影

響を及ぽしていることが確認された(戸=.34、ρ<.001)が、一方で意図は行動に有意な影響

を及ほしていなかった。また、主観的規範は一般的には行動に対して直接影響を及ぼさないと

考えられているが、本研究においては直接有意な影響を及ぼしていた(戸=.15、p<.01)。決

定バランスに関しては、 ProsもConsに相当するどの項目もすべて有意に回帰しなかった。ま

'託、 ProsとConsの投入(ステップ 4)による説明率の増加は有意ではなかった (LlR2=
.02; p=ns)。

インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の節制行動の形成には、意図(戸=.16， 

ρ< .05)、行動統制感(戸=.34， p< .01)、行動への態度 (s= .20，ρ< .01)、 Cons(s = 
"・ 14，p< .05)が有意な影響を与えていた。また、ステップ2における説明率 (R2

=.19) は

全体の説明率 (R2=.27)の大半を占めていた。属性変数はどれも有意な影響を及ぼしてはい
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Table 3-3 苦行動の形成における重回帰分析の結果

野菜・果物
インスタント食品、

朝食
レトルト・コンビニ等の弁当

標準偏回帰係数S A 標準偏回帰係数E A 標準偏回帰係数S L1B: 
ステップ1 0.26榊 0.03本 0.10開

性別 -0.08 -0.09 0.02 
居住形態 ー0.34桝 0.04 ー0.15榊

年齢 -0.05 0.07 0.00 

ステップ2 0.13桝 0.19桝 0. 4 4 榊

意図 0.04 0.16キ 0.34榊

行動統制感 0.34桝 0.34榊 0.41榊

ステップ3 0.01 0.02* 0.00 
態度 -0.02 0.20** -0.01 

主観的規範 0.16紳 -0.07 0.01 

ステップ4 0.01 0.02* 0.01* 
pros -0.09 0.11 -0.07 

cons 一0.09 -0.14本 -0.12* 

モデル全体 0.42 0.27 0.55 
*pく.05林 p<.01*林p<.001

なかった。

朝食の摂取行動の形成については、ステップ lとステップ2の投入変数による説明率の有意

な増加が示された(JI民に.LlR2
=.10， = .44， p< .001)。属性情報のうち、居住形態が直接行動

に影響した (s= -.15，ρ< .05)。つまり、自宅生の方が下宿生よりも朝食の摂取頻度が高い

ということが示された。行動の形成において、特に意図と行動統制感による影響は顕著であっ

た(JI慣にs= .34， .41， Pく .001)。また、行動への態度と主観的規範による行動への直接的影

響は、有意で、ないことが示された。ステップ4に関しては、 Prosによる影響は有意で、はなかっ

たが、 Consによる影響は有意であることが示され (s=-.12，p< .05)、ProsとConsの投入

による説明率の増加も有意であることが確認された (.LlR2=.01， ρ< .05)。

N 考察

4-1.野菜・果物の摂取

野菜・果物の摂取に関して注目すべきは、居住形態が単独で、意図・行動に直接影響したこと

である。一人暮らしの人は家族と同居している人と比べて野菜・果物を摂取することに対する

意図は高いが実際の行動はあまりおこなわれていない。これは、一人暮らしだと食生活を自分

で管理しなければならないことが多いため自分の栄養管理に対する意識は高いが、自分で管理

することの煩雑さや手聞のために、その意識がなかなか行動として現れにくいのではないかと

考えられる。それに対し、家族と同居している場合は、保護者などの家族が栄養を考え料理を

作ってくれる場合も多いため、自分で野菜を摂ろうとする場面そのものが少ないと考五られる。

したがって、自分の栄養管理に対する意識が低いのにもかかわらず家族が用意した料理を食ぺ

ているので、実際に野菜・果物を摂取する頻度は多いのではないだろうか。
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野菜・果物の摂取行動については、意図の形成において、態度、主観的規範、行動統制感が

共に有意な影響を及ぼしていたことから、 TPBによる説明は有効で、あると考えられ、これは

Conner et al. (2002)による先行研究と一致している。しかし、こうして形成された意図は、

本研究においては行動に直接影響を与えていなかった。これは、野菜・果物の摂取に関する意

図の平均値が高く、天井効果を示していたことが影響していると思われる。つまり、野菜・果

物の摂取に対する意図は比較的誰もが高かったため、意図の大きさによって実際の摂取行動を

予測することはできなかったと考えられる。また、本研究が横断的なデザインであったため、

現在の意図が将来の摂取行動を予測するかどうかは検討できなかったことも原因のひとつだと

考えられる。 Conneret al. (2002) による 6年間にわたった縦断研究では、野菜・果物の摂

取行動において意図が将来の行動を予測する、ということが示された。本研究では意図と行動

を質問紙によって同時に測定したため、本来行動より先に形成されるべき意図と、その結果と

して起こる行動との聞の明確な因果関係は確認することができなかった。行動に対し直接有意

な影響を及ぼしていた心理変数は、主観的規範と行動統制感であった。一般的には意図の形成

に対して影響を及ぼすが行動には置接影響を及ぼさないと考えられている主観的規範が、本研

究において直接行動に影響したのは、意図が行動と直接結びついていなかったことが影響して

いると考えられる。それに対し、行動統制感は行動に直接影響を及ぼし、その影響はかなり大

きなものであった。以上のことから、野菜・果物の摂取行動に関しては、意図と行動が結びつ

いていなかったため、本研究では TPBによる説明の有効性は示されなかったが、摂取行動に

至るには行動統制感が大きく影響していることが示された。したがって、野菜・果物の摂取行

動を促進させるためには、野菜・果物の摂取に対する行動統制感を高めていくような介入が有

効であると考えられる。

一方、決定バランスに関しては、 Consが想定していたように l因子にはならなかったため、

本研究ではProsと、 .Consとして想定されていた 6項目それぞれの行動に対する影響を調べた

が、いずれも行動には影響を及ぼしていなかった。まず、 Prosが行動に対して影響を及ぼし

ていなかったことについては、野菜・果物を摂取することで得られる Prosは、野菜・果物を

摂取する意図が形成され実際の行動に移されていく段階では考慮されないからではないかと考

えられる。むしろ Prosは意図が形成される前の段階で考えられ、野菜や果物を摂取する意図

に影響を及ぼしているという可能性も考えられるため、今後Prosの意図に対する影響を調ぺ

る必要がある。 Consについては、野菜・果物の摂取行動に対して、「急いでいるときに野菜や

果物を摂るのは面倒くさい」、「私は野菜や果物の値段を気にするJといったような行動を起こ

すことに対する負担は、行動を阻害するほどの影響力を持たないことが示された。しかし、こ

ういった負担が複数集まった場合、全体として行動を阻害する影響力があるかどうかは本研究

では検証することができなかった。野菜・果物の摂取においては、今後 Consに関するより適

切な尺度を開発し、それを用いて Consによる行動に対する影響を検討し直す必要があると考

えられる。

4・2.インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の節制

結果から、インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当を摂取しないという意図には、

性別と行動への態度、主観的規範、行動統制感が影響していた。

まず、性別による意図への影響を見てみると、男性より女性のほうがインスタント食品、レ

トルト・コンビニ等の弁当を摂取しない意図は高いことがわかった。これには、女性のほうが
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インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当の摂取に注意を払っていることが伺える。味

の素 (2005) による調査でも、「夕食に冷凍食品やレトルト食品、カップ麺などを作る」とい

う項目では男性 41%、女性36%という回答が得られており、これらの簡易食品は男性の使用

比率の方が高かったとしている。また、ライオン株式会社 (2004)による健康意識調査でも、

女性の方が健康に対する意識が男性に比べ高く、具体的なリスクケアでは「バランスの良い食

事Jを一番に心がけていた。

次に、行動への態度が低いほどインスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当を摂取しな

い意図が形成されやすく、主観的規範、行動統制感が高いほど意図は形成されやすいことがわ

かった。つまり、「インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当は意味がない」、「インス

タント食品、レトルト・コンビニ等の弁当は悪い」などと思っているほど摂取しない意図は高

くなる。一般的に、それらに対し悪いイメージを持っていると摂取しようと思わないのは当然

のことと考えられるだろう。また、「私の大切な人は、私がインスタント食品、レトルト・コ

ンピニ等の弁当を食べるべきではないと考えている」、「周囲の人はインスタント食品、レト Jレ

ト・コンビニ等の弁当を摂取しないように心がけている」などの周囲の期待から形成された、

摂取しないことへの自己の判断基準が高いほど摂取しない意図は高く、「もしインスタント食

品、レト Jレト・コンビニ等の弁当を食ペることをやめればそれを維持できると確信している」、

「やろうと思えばインスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を食べないようにすること

はできると確信している」といった、行動を自分でコントローJレできると感じているほど摂取

しない意図は高いことがわかった。近年、これらの食品に関しては味やバリエーションなどの

開発が進んで、いるが、栄養の偏りはもちろん、味の向上と共に添加物や保存料などの問題も指

摘されている。テレビ、雑誌などでそのような問題を目の当たりにしたり、自分の信用する周

囲の人物などからそれらの情報を得たりすると、誰しも自分の健康について少しは考え、それ

らを食べることを控えようと考えるのではないだろうか。また、「やろうと思えば食べないよ

うにすることができるJと感じていれば、「食ペないようにしよう」という意図が形成されや

すいことは十分考えられるだろう。

一方、インスタント食品、レトルト・コンビニ等の弁当を摂取しないという行動については、

意図と行動統制感、行動への態度と Consが影響していた。

インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を摂取しない意図の高いほど、また、「イ

ンスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を食べないことは私にとって容易だ」、「インス

タント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を食べないようにすることを自分でコントロールで

きる」といったように、行動をコントローjレしていると感じているほど、実際にそれらを摂取

しないことがわかった。また、インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を摂取しない

という意図の形成においては、それらの食品をネ刀、テイプに考えているほど摂取しない意図は

高くなったが、実際の行動においてはそれらに対しポジテイプに考えているほど摂取しないと

いう結果が出た。つまり、これらの食品を悪いと，思っている人は、それらを摂取しないように

は心がけるが実際は摂取しており、逆に、悪いイメージを持っていない人は摂取すること自体

には積極的だが、実際は摂取していないということになる。つまり、ここでは意図と行動に矛

盾が生じており、個人がこれらの食品に対して良いイメージを持っていないとしても、食事の

ひとつの選択肢として個人がそれらを摂取する可能性もあるということがいえる。これから、

現代ではインスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当はわれわれの生活に深く浸透してい
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るものであることが伺える。食品に対するイメージはどうであれ、生活において食事をしない

ということはありえないため、イメ}ジやそれによって形成される行動への意図と実際の行動

とが切り離されてしまっているのではないだろうか。ここで、実際の行動に結びっくものとし

ては決定バランスの影響が考えられる。

インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当の摂取に関しては「摂取しない」というこ

とを行動としているので、肯定的な項目をあらかじめ Consとして考えている。 Consの得点

が低い、つまり「インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当はほかの食べ物よりおいし

いJ、「インスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当が無性に食べたくなる」等と思ってい

ない人ほどそれらの食品を摂取していないことがわかった。決定バランスのもうひとつの要素

である Prosはこれらの食品の節制行動に影響を及ぼしてはいなかったが、これらの食品の摂

取、非摂取には思恵という要素がないと考えられる。つまり、これらの食品を摂取しようとす

る時、人はそれから得られるものよりも、負担が軽ければそれらを摂取しようとするというこ

とになる。普段それらの食品や、それらを摂取することにどのようなイメージを持っていたと

しても、実際の行動場面でどれほどConsを感じるかの方が重要で、あることがわかった。

また、摂取しないという意図には性別による違いはあったが、実際の行動には関係のないこ

とがわかった。女性のほうがインスタント食品、レトルト・コンピニ等の弁当を摂取しないよ

うに心がけてはいるものの、実際の行動には性差は無いようである。

4-3.朝食の摂取

本研究では、朝食摂取の意図の形成において、属性変数が有意な影響を及ぼしておらず、個

人の心理変数による説明が大半であることが示された。 Berget al. (2002) によると、意図

は行動への態度と他者の晴好の認知、行動統制感により影響を受けていたという。しかし、本

研究では、行動への態度による意図への影響が有意ではなかった。これは、行動への態度にお

ける平均値が高く天井効果を示していたことから、意図の形成の有無に関係なく、多くの大学

生が朝食摂取に対して肯定的評価を抱いているということが示唆された。また、主観的規範の

影響が有意であるのに対し、居住形態による影響が有意とは言えなかったことから、意図の形

成においては環境的要因よりも認知的要因が大きいことが考えられる。つまり、朝起きても朝

食が用意されていない環境下にある下宿生であっても、周囲や家族などの大切な人の期待をど

う捉えているかという認知次第で十分に意図が形成され、一方自宅生であっても意図が形成さ

れないかもしれないということが言えよう。すべての変数のうち、意図の形成に最も大きな影

響を及ぼしていたのは行動統制感で、あった。このことも、個人の認知的要因による影響の大き

さを示していると言えよう。行動への態度による影響が認められなかったが、十分な説明率が

得られたことを考えると、意図の形成における TPBの心理変数による説明の有効性が支持さ

れたと言える。

次に、属性変数、 TPBの心理変数、決定バランスを用いて、朝食摂取の意図の規定要因を

検討した。結果から、居住形態については自宅生の方が下宿生よりも朝食の摂取頻度が高いこ

とが示された。意図の形成においては居住形態が有意に影響していないこととあわせて考える

と、自宅生は意図を形成していなくても朝食を摂取している可能性が示唆された。 TPBの心

理変数においては、行動統制感による朝食の摂取行動に対する影響は有意であるだけでなく、

すべての変数の中で最も大きな影響を及ぼLていた。また、意図が行動を予測するのに十分な

規定要因になるという結果は、 Berget al. (2000)の先行研究に一致するものであった。
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また、本研究で特に注目している決定バランスに関しては、行動の形成に対して、 Consの

直接的影響のみ有意であることが示された。つまり、朝食摂取という場面において、その行動

に対する ProsとCons双方の影響ではなく、 Consによるネガテイプな判断が単独で行動を阻

害する要因になっていると言えよう。これには、“基本的に毎日とるべき行動"という習慣的

要素の強さが関係していると考えられる。朝食を食べると一日気分がいしヨから、あるいは健康

的だから、といった理由で朝食を摂取する人は少なく、習慣的に朝食を食べているから自然に

食べるという行動が生起するということが言える。一方、朝食を摂取しないのは、寝坊したか

ら時聞がない、あるいは朝食の準備が面倒である、といった理由によると考えられる。また、

習慣的に朝食を食べていないという場合でも、本来は朝食を摂取する習慣から摂取しない習慣

に変容したものである。したがって、 Consによる判断がネガテイプな習慣的行動変容をもた

らすという危険性が示唆されたと言える。

4-4.仮説モデルに関するまとめ

本研究における目的は、計画的行動理論 (TPB)に決定バランス (Pros，Cons)を組み合わ

せたモデルによって健康的食行動が実行されるメカニズムを説明し、仮説モデルの有効性を検

証するというものであった。野菜・果物の摂取行動に関しては、 TPBによる説明は本研究で

は十分でなかった。また、 Consが因子としてまとまらなかったため、決定バランスを組み合

わせたことによるモデルの有効性も支持されなかった。今後、意図による実際の行動への影響

を縦断的に研究すること、また Consに関するより適切な尺度を開発し、 Consや決定バラン

ス全体の、行動に対する影響を調べることが必要で、ある。インスタント食品、レトルト・コン

ビニ等の弁当の節制行動については、意図は行動に影響し、行動統制感も行動に直接影響する

ことがわかった。また、行動への態度も行動に直接影響していたが、これは行動に対する肯定

的な態度が節制行動に結びつくという結果であった。これには、質問項目がインスタント食品、

レトルト・コンピニ等の弁当の節制行動についてではなく、食品そのものについての態度を問

うようなものであったため、矛盾が生じたことも考えられる。インスタント食品、レトルト・

コンビニ等の弁当の節制行動については、行動への態度が行動に直接影響するかどうかについ

てさらに検証する必要があると思われる。朝食摂取における検証では、 TPBにProsとCons

を組み合わせたモデルでは Consによる説明率の有意な増加が見られた。しかし、意図や行動

の形成においては、 TPBの心理変数で十分説明できることが示されている。仮説モデルの有

効性を高めるためには、今回あまり焦点を当てなかった決定バランスの内容まで探く検討する

必要がある。その中から、どのような Consが朝食の摂取行動を阻害するのか、といった知見

を求めることで、介入プログラムの計画・実行に有効なのではないかと考えられる。

今回の研究では、 3つの行動が同じ食行動でありながらも、食事そのものであったり特定の

食物に関するものであったりなど、その種類には微妙な違いがあった。この違いによってそれ

ぞれの行動を比較することが難しくなったといえる。今後はさらに限定した食行動に関して、

仮説モデルの比較及ぴ検証をおこなう必要がある。
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